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大洲市立図書館システム更新業務公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  この実施要領は、「大洲市立図書館システム更新業務」に係る契約の相手方となる事業

者を、公募型プロポーザル（以下「本プロポーザル」という。）にて選定するために必要

な事項を定める。 

 

２ 業務概要 

⑴ 業務名 

    大洲市立図書館システム更新業務 

⑵ 業務の目的  

令和 7年度に賃貸借の契約期間が満了となる大洲市立図書館システム（以下「シス

テム」という。）を更新し、安定的かつ効率的な図書館運営を行うことを目的とする。 

⑶ 業務内容 

    大洲市立図書館システム及び関連機器の更新業務 

⑷ 業務期間 

  ① システム構築業務 契約締結日から令和 8年 1月 31日まで 

  ② システム賃貸借  令和 8年 2月 1日から令和 13年 1月 31日まで 

⑸ 事業規模（提案限度価格） 

   金 28,780,000円（消費税及び地方消費税を除く。） 

   ※ この金額は、契約時の予定価格を示すものではないことに留意すること。 

   ※ 提案限度価格は本契約の履行に係るシステムの構築、データ移行費、５ヵ年にお 

けるシステム・機器リース料の総額とする。なお、クラウドシステム利用料・シス

テム保守管理業務については、本業務には含めないものとする。 

   ※ システムの本稼働（リース開始日）は令和 8年 2月 1日からとし、本稼働までに

所定の場所にてデモ機等により蔵書登録や操作研修等が実施できるようにするこ

と。また、本稼働までにかかる費用等は事業者負担とする。 

   ※ この業務に係る契約は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 234条の 3の規

定により長期継続契約であるため、本契約締結日の属する年度の翌年度以降におい

て、歳出予算の当該金額について減額、又は当該契約を変更、又は解除することが

できる。 

 

３ 実施形式 

  本プロポーザルは、公募型で実施する。 

 

４ 参加資格 

 本プロポーザルに参加することができる者は、次に掲げる参加資格要件を全て満たす者

とする。 
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⑴ 本業務と同種又は類似する業務における専門知識やノウハウを有し、公告日より起算

して過去 5年間に、蔵書数 20万点以上の図書館システム導入の実績を有する者。 

⑵ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 第 1 項の規定に該当しない

者であること。 

⑶ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされて

いる者でないこと。 

⑷ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）に基づく清算の開始又は破産法（平成 16 年法律第

75号）に基づく破産の申立てがなされている者でないこと。 

⑸ 大洲市建設工事等競争入札参加者資格審査要綱（平成 17 年大洲市告示第 22 号）の規

定により、令和 7・8 年度の競争入札参加資格の認定を受けていること。ただし、資格の

認定を受けていない者で、参加を希望する者は、所定の手続きを経たうえで今回の業務

に限り参加できることとする。 

⑹ 募集開始日（公表日）において、大洲市建設工事等入札参加資格停止措置要綱(平成 

17 年大洲市告示第 106 号)の規定による入札参加資格停止等の処分を受けていない者で

あること。 

⑺ 国税及び地方税を滞納している者でないこと。 

⑻ 大洲市暴力団排除条例（平成 23 年大洲市条例第 22 号）に規定する暴力団員等でない

こと及び暴力団員等との関係を有していない者であること。 

⑼ ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１（情報セキュリティマネジメントシステム）又はプライバ

シーマーク相当の認証を取得していること。 

 

５ プロポーザル実施スケジュール 

① 公募型プロポーザル実施公告 令和 7年 9月 2日(火) 

② 実施要領等に関する質疑受付 
令和 7年 9月 2日(火)から 

令和 7年 9月 9日(火)まで 

③ 実施要領等に関する質疑回答 令和 7年 9月 12日(金)以降 

④ 参加申込書の提出期限 令和 7年 9月 19日(金) 

⑤ 参加申込者の確認結果の通知 令和 7年 9月 25日(木) 

⑥ 企画提案書等の受付期間 
令和 7年 9月 30日(火)から 

令和 7年 10月７日(火)まで 

⑦ 審査（書類・プレゼンテーション審査） 令和 7年 10月 14日(火)予定 

⑧ 審査結果の通知 令和 7年 10月 17日(金)予定 

⑨ 本契約の締結 令和 7年 11月中旬予定 

   

６ 参加手続 

 ⑴ 実施要領・仕様書等の確認 

① 公 表 日：令和 7年 9月 2日(火) 

  ② 公表方法：大洲市立図書館ホームページ 



- 3 - 

 

  ③ 入手方法 

    本プロポーザルに係る実施要領等の関係書類は、下記の大洲市立図書館ホームペー

ジからダウンロードすること。 

    URL https://library.city.ozu.ehime.jp/html 

  ④ 質問の受付及び回答 

   １）質問方法 

     実施要領等に係る質問は、質問票（様式１）により電子メールで提出し、質問書

提出後には、必ず電話により受信確認を行うこと。 

   ２）受付期間 

     令和 7年 9月 2日(火)午前 9時 30分から令和 7年 9月 9日(火)午後 5時まで 

     ※ ただし、月曜日を除く 

   ３）提出先メールアドレス及び受信確認先電話番号 

     大洲市立図書館 E-mail：tosyokan@city.ozu.lg.jp 

             電話番号：０８９３－５９－４１１１ 

   ４）回答方法 

     令和 7年 9月 12日(金)以降に大洲市立図書館ホームページに掲載する。 

 ⑵ 参加申込書の提出 

① 提出書類 

    本プロポーザルへの参加を希望する者は、本実施要領、仕様書及び大洲市契約に関

する規則等の各規定を理解した上で、次のとおり必要書類を提出すること。 

   １）参加申込書（様式２） 

   ２）業務受託実績書（様式３） 

   ３）会社概要（任意様式。パンフレット等でも可。） 

   ４) 大洲市建設工事等競争入札参加資格審査要綱（平成 17年大洲市告示第 22号）の

規定により、競争入札参加資格の認定を受けていない者は、信用確認のため次に掲

げる書類を提出すること。 

    1.履歴事項全部証明書(登記簿謄本)の写し 

    2.財務諸表(貸借対照表及び損益計算書) 

    3.市内に本店または営業所を有する法人にあっては、直近年度の市税(全税)及び国

税(法人税、消費税及び地方消費税)、市外に本店または営業所を有する法人にあっ

ては、直近年度の国税(法人税、消費税及び地方消費税)の納税証明書(未納でない

ことが確認できるもの) 

   ※ なお、リース会社に委任が想定される場合は、委任予定のリース会社の業務受託

実績書、会社概要、入札資格の認定を受けてない者については、①提出書類 ４）

に規定する書類を提出すること。  

② 提出期限  令和 7年 9月 19日(金)午後 5時必着 

③ 提出場所  〒795-0065 愛媛県大洲市東若宮 17番地 5 

大洲市立図書館 担当：大藤 



- 4 - 

 

④ 提出方法  郵送又は持参によるものとする。(提出期限必着) 

        郵送の場合簡易書留等の記録が残る方法とすること。 

        持参の場合午前 9時 30分から午後 5時までとする。（月曜日は除く。） 

⑤ 提出部数  正本 1部、副本 1部 

⑥ 参加資格確認結果 

  参加申込書提出者に対し、電子メール及び文書にて参加資格審査結果（様式４）を

通知する。 

⑶ 企画提案書等の提出 

 ① 企画提案書作成に関する基本事項について 

  １）表紙、目次、本編で構成すること。 

  ２）用紙はＡ4判、用紙方向は縦で文字は横書きとし、左綴じとする。 

  ３）本編は 40ページ以内として、両面印刷で作成すること。 

  ４）システム構成図等は A3判（折込）を可とする。 

  ５）多色刷り、イメージ図、イラスト等の使用は可とする。 

  ６）文字の大きさは、10.5ポイント以上とすること。（図面等は除く） 

  ７）専門的な知識を持たない者でも理解できるよう、極力平易な表現で記載すること。 

    なお、理解しにくい用語や専門用語は脚注を付記すること。 

  ８）参照が必要な箇所には、該当ページ等を記入すること。 

  ９）業務実施において必要となる事項等については、適宜盛り込むこと。 

② 提出書類等 

    本プロポーザルの参加者は、次のとおり企画提案書等を提出すること。 

   １）企画提案書表紙（様式５） 

   ２）企画提案書（なお、提案書の内容については、任意とするが、「企画提案書内容

評価表」に沿った内容となることが望ましい。） 

    ア 当該業務の管理責任者（技術責任者）調書（様式６） 

    イ 当該業務の業務実施体制図（様式７） 

ウ 当該業務の実施方針及び手法（様式８） 

    エ 当該業務の工程表（任意様式） 

   ３）見積書及び内訳書（任意様式） 

    見積書に記載する金額は、消費税を除く金額とし、提案限度額以下の金額を記載し

てください。リース会社に委任予定の場合は、リース金利を含めた金額とする。 

   ４）保守管理費参考見積書及び内訳書（任意様式）（クラウドシステム利用料含む。） 

   ５）機能要件調査票（仕様書） 

  ③ 提出期間  令和 7年 9月 30日(火)～令和 7年 10月 7日(火） 

（最終日午後 5時必着） 

④ 提出場所  〒795-0065愛媛県大洲市東若宮 17番地 5 

大洲市立図書館 担当：大藤 

⑤ 提出方法  郵送又は持参によるものとする。 
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        郵送の場合簡易書留等の記録が残る方法とすること。 

        持参の場合午前 9時 30分から午後 5時までとする。（月曜日は除く。） 

⑥ 提出部数  正本 1部、副本 5部とする。 

⑷ プレゼンテーション及びヒアリングの実施 

 企画提案書を提出した事業者を対象に、提出書類に基づくプレゼンテーション及びヒア

リングを行います。 

ア 実 施 日  令和 7年 10月 14日(火)予定（詳細は別途通知する） 

イ 実 施 順  企画提案書の受付順とする。 

   ウ 説明時間  1業者当たりプレゼンテーション 20分、ヒアリング 10分程度 

   エ 出 席 者  参加人数 5名以内（本業務の管理技術者が必ず出席すること） 

   オ プレゼンテーションは、提出した企画提案書等を基に項目順に説明するものとし、

追加提案や追加資料の配布は認めない。 

   カ 説明に際し、プロジェクター等の機材の使用を認めるが、本市からはプロジェク

ター、スクリーン及び延長コード以外の機器の貸出は行わない。 

   キ 次のいずれかに該当する場合は提案者を失格とする。 

    Ａ プレゼンテーションに出席しなかった場合 

    Ｂ 提出書類に虚偽の記載をした場合 

    Ｃ 本実施要領で示す委託額を超過する額で提案が行われた場合 

    Ｄ 公正を欠いた行為があったとして審査委員会が認めた場合 

  ※ 応募者が 5者未満の場合は、全ての応募者をプレゼンテーション実施対象者とす

る。但し、応募者が 5者以上の場合は、履行実績件数の多い方から 4者程度をプレ

ゼンテーション実施対象者とする。 

⑸ 企画競争の成立 

   企画提案書提出者が１者の場合でも、当該企画競争は成立するものとする。 

 

７ 受託候補者の選定 

 ⑴ 審査委員会の設置 

   企画提案書等の審査は、市が設置する「大洲市立図書館システム更新業務プロポーザ

ル審査委員会」が行う。 

 ⑵ 審査方法 

   企画提案書及びプレゼンテーションの審査を行い、業務実績、業務実施体制、企画提

案内容、機能要件及び見積金額等を審査基準に基づき総合的に評価する。 

 ⑶ 評価項目・判断基準・配点 

 

企画提案書内容評価表 

評価項目 審査事項 配点 

１．基本方針 ・実施方針が本業務の目的や実施内容と一致しているか。 

・導入に対する方針が明確に提案されているか。 
10 
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２．導入実績 ・提案者に本業務と類似する業務経験が十分にあるか。 

・提案システムに地方自治体における十分な実績があるか。 
5 

３．導入効果 ・事務の効率化や負担軽減に期待できるか。 

・図書館職員及び図書館利用者にとって利便性があるか。 
30 

４．導入スケ

ジュール 

・無理のない妥当なスケジュールとなっているか。 
5 

５．支援体制 ・導入に向けて図書館職員の負担軽減となる工夫があるか。 

・図書館職員を効果的にサポートする体制となっているか。 

・システム等のトラブルが発生した場合に速やかに対応する体制となっているか。 

10 

６．研修 ・計画的かつ効果的な研修が実施可能であるか。 

・図書館職員に対する研修について、学習効果が期待できるか。 
10 

７．情報セキ

ュリティ等 

・提案システムを利用する上で、情報セキュリティ対策や災害対策（機密性、完全

性、可用性）が十分であるか。 

・バックアップ等データを保護する仕組みがあるか。 

・提案者やシステム運用者の事業者全体で個人情報保護に係る対策や取組を行って

いるか。 

10 

８．その他 ・仕様書以外の項目で業務を進めるうえで有利となる提案がなされているか。 

・プレゼンテーションは分かりやすく、説得力があるか。質疑応答は適切に対応さ

れているか。 

10 

合    計 90 

① 機能評価（90点） 

    企画提案書等の書類及びプレゼンテーションを元に評価する。 

② 価格評価（10点） 

    提案価格は７年度以降の 5年間分の見積額とする。 

   ※クラウドシステム利用料・保守管理業務の見積は参考であるため評価には含めない。 

③ 受託候補者の決定 

各審査者の評価点の合計点が最も高い提案者を、受託候補者として選定する。 

なお、同点の場合は、機能評価の高い者を受託候補者とする。 

④ 最低基準点の設定 

   審査委員 1 人当たり 100 点満点、5 人合計 500 点満点とし、合計点で 300 点（1 人当

たり 60 点）を最低基準点とし、それ以上の点数を得た者がいなかった場合は、受託

候補者の決定は行わない。 

 

８ 審査結果 

  審査結果は、令和 7年 10月 17日(金)以降、大洲市立図書館ホームページで公表すると

ともに、プロポーザル参加者全員に「審査結果通知書（様式９）」を電子メール及び文書

で送付する。なお、審査結果等についての異議申し立ては受け付けない。 
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 ９ 契約に関する事項 

 ⑴ 提案内容の調整 

   受託候補者の企画提案書等の記載内容が、原則として契約締結時の業務内容となるが、

本業務の目的達成のため、受託候補者との協議により内容を修正・変更する場合がある。 

 ⑵ 契約の締結 

   選定された受託候補者との協議等が整い次第、大洲市契約に関する規則（平成 17 年

大洲市規則第 54 号）に基づいて契約を締結する。なお、受託候補者との契約締結がで

きないと判断した場合は、評価点の次点者と契約締結に向けた交渉を行う。 

 ※ 本プロポーザルに係る契約の締結において、リース会社へ賃貸借契約の委任を行う場

合は、受託候補者が委任するリース会社と契約締結を行う。受託候補者は、賃貸借契約

を委任するリース会社へ当該業務に係る賃貸借の設計図書等の内容、約款等の条項につ

いて十分に説明を行い、決定後に疑義が生じた場合は、受託候補者の責任において、解

決すること。 

   選定された受託候補者及び受託候補者が委任したリース会社との協議が整い次第、大

洲市契約に関する規則（平成 17年大洲市規則第 54号）に基づいて契約を締結する。な

お、受託候補者（受託候補者から委任されたリース会社を含む。）との契約締結ができ

ないと判断した場合は、評価点の次点者と契約締結に向けた交渉を行う。 

 

10 提出書類の取扱い 

⑴ 提出された全ての書類は返却しない。 

⑵ 提出後の差し替え及び追加・削除は一切認めない。 

⑶ 提出された書類は、提出者に無断で本プロポーザルに係る審査以外には利用しない。 

⑷ 市が追加資料の提出を求めることがある。 

 

11 情報公開及び提供 

  本プロポーザルの実施や結果については、大洲市立図書館ホームページ等を活用し、積

極的な情報提供を行う。また、企画提案者から提出された企画提案書等について、大洲市

情報公開条例（平成 17年大洲市条例第 10号）の規定による請求に基づき、第三者に開示

することができるものとする。ただし、業務を営む上で、競争上又は事業運営上の地位そ

の他正当な利益を害すると認められる情報は非開示となる場合がある。 

  なお、本プロポーザルの受託候補者決定前において、その決定に影響が出る恐れがある

情報については、決定後の開示とする。 

   

 

12 留意事項 

⑴ 失格事項 

参加申込書、企画提案書等の提出された書類について、次の条件のいずれかに該当す

る場合は、提出書類の全てを無効とし、その者を失格とする。 
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  ① 提案を行った事業者が、参加資格要件を満たさなくなった場合 

  ② 提出書類に不備又は虚偽の記載等があった場合 

  ③ 実施要領等で示された提出書類について、提出期日、提出場所、提出方法、書類作

成上の留意事項等の条件に適合しない書類の提出があった場合 

  ④ 審査の公平性に影響を与えるような不誠実な行為があった場合 

  ⑤ 説明会又はヒアリング等を開催した場合において、正当な理由なく欠席した場合 

  ⑥ 見積金額が実施要領に示している事業規模（提案限度価格）を超える場合 

  ⑦ 公告及び実施要領等に違反すると認められた場合 

  ⑧ 前各号に定めるもののほか、著しく信義に反する行為があった場合 

 ⑵ その他の留意事項 

   その他の留意事項は次のとおりとする。 

① 企画提案書の作成及び提出、その他プロポーザルに要する経費は、原則として参加

者の負担とする。 

② 緊急やむを得ない理由等により、本プロポーザルを実施することができないと認め

るときは、停止、中止又は取り消すことがある。この場合において、本プロポーザル

に要した費用を市に請求することはできない。 

③ 企画提案書は、１事業者につき１案とし、複数の提案はできない。 

④ 手続きにおいて用いる言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨とする。 

  ⑤ 参加申込書の提出後又は企画提案書の提出後に参加を辞退する場合は、速やかに書

面（様式１０）により、担当課へ届け出ること。 

⑥ 企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属するものとする。

ただし、市が受託候補者の選定に必要な範囲において、無償で使用（複製、転記又は

転写をいう。）することができるものとする。また、情報公開請求があった場合は、

大洲市情報公開条例（平成 17年大洲市条例第 10号）に基づき公開することがある。 

⑦ 参加申込者は、本プロポーザルの実施後、不知又は内容の不明を理由として、異議

を申し立てることはできない。 

⑧ 企画提案書に含まれる著作権・特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三

者の権利の対象となっているものを使用した場合、生じた責任は企画提案書の提出者

が負うものとする。 

⑨ 電子メール等の通信事故については、本市はいかなる責任も負わない。 

 

13 問い合わせ先 

 ⑴ 所在地  〒795-0065 愛媛県大洲市東若宮 17番地 5 

⑵ 担当部署 大洲市立図書館 担当：大藤 

 ⑶ 電話番号 ０８９３－５９－４１１１ 

 ⑷ FAX 番号  ０８９３－５９－４１２３ 

 ⑸ E - m a i l  tosyokan@city.ozu.ehime.jp 


